
令和 ３年版国土交通白書の概要

はじめに

本年 6 月 25 日に令和 3 年版国土交通白書が公
表された。本白書は，例年と同様に第Ⅰ部と第Ⅱ
部の 2 部構成であり，第Ⅰ部は特定のテーマにつ
いて調査分析，記述を行い，第Ⅱ部は令和 2 年度
の国土交通行政における各分野の動向，政策課題
を報告している。

第Ⅰ部のテーマは「危機を乗り越え豊かな未来
へ」とした。ここでの「危機」とは，「新型コロ
ナウイルス感染症」と「災害の激甚化・頻発化」
である。第Ⅰ部全体を通じたメッセージとして，
過去の危機で社会を変革し，よりよい社会を実現
したように，現在直面する危機を乗り越え，社会
システム等を変革し，「豊かな未来」を実現する
べきと主張している。

第Ⅰ部の構成は，まず第 1 章「現在直面する危
機と過去の危機」で，現在直面する危機の概要と
ともに，過去の危機の教訓・社会変革を記述し，
次に，第 2 章「危機による変化の加速と課題等の
顕在化」で，危機により加速化した変化と顕在化
した課題を 5 項目で分析・整理し，最後に第 3 章

「豊かな未来の実現に向けて」で，第 2 章の 5 項
目ごとに，目指すべき「豊かな未来」の姿と，そ
の実現のための施策や方針を提示している。

また，令和 3 年版国土交通白書では，関連する

動画へのリンク（QR コード）の掲載，コラムの
充実など，読みやすさ，分かりやすさの向上や，
関連情報を入手しやすくするための工夫を施して
いる。

ここでは第Ⅰ部の概要について説明する。
なお，国土交通白書は国土交通省ホームページ

において公開しているため，是非ご一読いただき
たい。

（参考）令和 3 年版国土交通白書
トップページ　https://www.mlit.
go.jp/statistics/file000004.html

現在直面する危機と過去の危機

ここでは，我が国が現在直面する「新型コロナ
ウイルス感染症」及び「災害の激甚化・頻発化」
について，これまでの経緯，対応，想定されるリ
スク等を整理する。また，我が国はこれまでも危
機に直面してきたが，危機を契機に各種の対策を
講じ，よりよい社会を形成してきた。過去の契機
として「関東大震災」，「阪神・淡路大震災」及び

「東日本大震災」について，概要，教訓，それに
よる社会の変化等を整理する。

⑴　現在直面する危機
①　新型コロナウイルス感染症
1）　世界と日本の感染状況

1

2
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世界全体での，新型コロナウイルスの感染者数
は累計で 128,206,496 人，死者数は累計で 2,805,906
人（外務省 2021 年 4 月 1 日 11：00）となっている。

また，2020 年 1 月 31 日に世界保健機関（WHO）
により，「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急
事態に該当する」と発表された。2020 年 3 月 11
日には，「新型コロナウイルスがパンデミックと
形容される」と評価され，世界的な大流行になっ
ているとの認識が示された。

新型コロナウイルス感染症対策の切り札として
期待されているワクチン接種については，2020
年 12 月上旬の英国における接種開始を皮切り
に，世界各国で接種が本格化した。世界全体の累
計接種回数は，2021 年 3 月 31 日までに 5 億 9,899
万回（Our World in Data（オックスフォード大
学））を超えている。

我が国においては，2020 年 1 月 15 日に最初の
感染者が確認されて以降，都市部を中心に感染者
数が増加し，地方においても急速に感染拡大する
等，多くの感染者が生じることとなった。2021
年 1 月 8 日には 1 日の感染者数が 7,844 人と過去
最高を更新し（図－ 1），2021 年 3 月末時点で累
計 470,420 人，死亡者についても，2020 年 2 月
13 日に国内で最初の死亡者が確認されて以降，
2021 年 3 月末時点で累計 9,159 人となっている。

2）　日本経済への影響
・GDP の変化

実質 GDP 成長率は，2020 年 4 〜 6 月期は前期
比−8.1％と比較可能な 1994 年以降最低の下げ幅
を記録した。内閣府によると，民間需要の動向と

して，「外食，旅客輸送，娯楽サービス，宿泊等
が減少に寄与」，輸出入の動向として，「旅行（訪
日外国人の国内消費）等が減少に寄与」したとみ
られると発表されている。この下げ幅は，リーマ
ンショックの影響がみられた 2009 年 1 〜 3 月期
における前期比−4.8％よりもずっと大きく，今
回の影響の大きさが分かる（図－ 2）。

3）　影響を受ける産業への対応
国土交通省所管業界を含め，新型コロナウイル

ス感染症により影響を受ける分野への支援のた
め，政府としても様々な対策を講じてきた。以
下，国土交通省として実施した様々な支援のう
ち，主なものを述べる。

a.　Go To トラベル事業
・�国内旅行を対象に宿泊・日帰り旅行代金の

35％を割引。
・�宿泊・日帰り旅行代金の 15％相当分の旅行

先で使える地域共通クーポンを付与。
新型コロナウイルス感染症により失われた旅
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2020年4月7日
７都府県に緊急事態宣言
（埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、大阪府、兵庫県、福岡県）
2020年4月16日
全国に緊急事態宣言を拡大

2021年1月7日
4都県に緊急事態宣言（埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県）
2021年1月13日
11都府県に緊急事態宣言を拡大（栃木県、愛知県、
岐阜県、大阪府、京都府、兵庫県、福岡県を追加）

2020年1月15日
日本国内で初の感染発覚

2020年5月25日
全国で緊急事態宣言解除

2021年2月8日、2月28日、3月21日
緊急事態宣言解除

（人）

図－ 1　新型コロナウイルス感染症の国内陽性者数の推移と政府の動き
資料）　厚生労働省発表に基づき国土交通省作成

図－ 2　2021年 1～ 3月期四半期別 GDP速報（1次速報値）
（注）　�実質 GDP 成長率（季節調整済前期比）
資料）　�内閣府「2021 年 1 ～ 3 月期四半期別 GDP 速報	

（1 次速報値）」
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行需要の回復と旅行中における地域の観光関連
消費の喚起を図り，コロナ禍における「安全で
安心な旅のスタイル」を普及・定着させること
を目的として，2020 年 7 月 22 日より事業を開
始した。新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止が大前提となるため，関係業界のガイドラ
インの遵守やチェックイン時などの感染予防策
の徹底を事業参加の条件としている。

また，旅行者が安全安心に旅行できる環境を
整備するため，2020 年 6 月 19 日に，旅行者視点
での感染防止の留意点等をまとめた「新しい旅の
エチケット」（発行元：旅行連絡会（交通機関や
宿泊・観光施設等の旅行関係業界の業界団体等
で構成），協力：国土交通省・観光庁）を公表した。
b.　国直轄工事及び業務の取扱い

国直轄の工事や業務について，感染防止対策
の徹底や受注者の希望に応じた一時中止等を行
い，発注者が適切に費用負担することとし，地
方公共団体等にもこれを周知した。

②　災害の激甚化・頻発化
1）　豪雨災害の激甚化・頻発化

近年，我が国では豪雨災害が激甚化 ･ 頻発化

し，各地で甚大な被害が発生している。例えば，
2019 年の水害被害額は，全国で約 2 兆 1,800 億円
となり，1 年間の津波以外の水害被害額が統計開
始以来最大となった。

2）　大規模地震のリスク
日本列島には多くの活断層やプレート境界が分

布しており，地震が発生しやすい国土条件にあ
る。さらに，南海トラフ地震，首都直下地震や日
本海溝・千島海溝周辺海溝型地震といった大規模
地震の発生確率が高まっている。これらの大規模
地震は，いずれも国民のいのちと暮らしに対し極
めて甚大な被害を与えると想定されている（表－ 1）。

⑵　過去の危機と変化
我が国はこれまでも重大な危機に見舞われ，大

きな被害を受けてきた。その一方で，危機を契機
として，加速化した変化や顕在化した課題への対
策を講じることで，よりよい社会への変革を図
り，実現させてきた（表－ 2）。ここでは，過去に
我が国を襲った重大な危機として，関東大震災，
阪神・淡路大震災，東日本大震災を取り上げ，こ
れらの危機を契機とした変革について振り返る。

表－ 1　大規模地震による被害想定

南海トラフ地震 首都直下地震
日本海溝・千島海溝

周辺海溝型地震
（参考）東日本大震災

規模 M 9.0 ～ 9.1 M 7.3 M 8.0 M 9.0
最大震度 7 7 6 強 7

死者・行方不明者 約 323 千人 約 23 千人 約 2.7 千人 22 千人
建物全壊・焼失 約 2,386 千棟 約 610 千棟 約 35 千棟 122 千棟
経済被害（直接） 約 169.5 兆円 約 47 兆円 約 1 兆円 16.9 兆円

（注）　被害が最大となるケース�
資料）　国土交通省�

表－ 2　過去の主な危機の被害と教訓

関東大震災 阪神・淡路大震災 東日本大震災
発生日 1923 年 9 月 1 日 1995 年 1 月 17 日 2011 年 3 月 11 日

被害の特徴
津波や土砂災害も発生したが，特に火災
の被害が大きい

建築物の倒壊
神戸市長田区を中心に大規模火災が発生

大津波により，沿岸部で甚大な被害が発
生，多数の地区が壊滅

死者・行方不明者 105,385 人 6,437 人 22,303 人
建物全壊 293,387 棟 104,906 棟 122,005 棟

災害後の変化・
教訓

・木造建築物の鉄・コンクリート化
・区画整理や幹線道路整備の広がり
・世界初の耐震基準が規定
・町内会の結成
・防災の日（9 月 1 日）の制定

・住宅・公共建築物の耐震補強
・地震予知から事前防災へのシフト
・GIS 整備の本格化
・�災害ボランティアの定着（ボランティ

ア元年）
・地震保険の普及

・津波防災地域づくりの促進
・帰宅困難者対策の強化
・道路ネットワークの強化
・防災意識の高まり
・避難所における生活環境の整備

資料）　国土交通省�
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1）　関東大震災
・区画整理事業の広がり

関東大震災前，東京市（当時）は急速に人口が
増加し，市街化が進展していた。丸の内には都心
業務街が生まれ，山手には都心に向かうサラリー
マン向け一戸建て貸家が，下町には工場周辺に労
働者向け長屋や成金職工の戸建て借家が増加。建
設費が高騰し，住宅不足・高家賃を招いた。都市
計画法，道路法，借地法，借家法等の都市・住宅
関係の法令が相次いで制定され，都市計画は動き
出したが，市街地の改善にはまだ実績がなかった。

このような中で震災が発生し，災害復興は，事
前から国土や都市をデザインしていた方法を基に
展開された。この災害復興により近代都市計画が
実体化し，これを先例とした土地区画整理事業や
幹線道路整備事業が全国の都市に広がっていっ

た。また，この復興事業においては道路や宅地の
整備が中心になったことが先例になり，今日の復
興事業にもつながっている。

2）　阪神・淡路大震災
・耐震化の促進

阪神・淡路大震災による死者数の大部分は建物
等の倒壊が原因であったが，現在の耐震基準（新
耐震基準）を満たさない昭和 56 年以前の建物に
被害が集中していた。これを受けて，「建築物の
耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法）」
が制定され，新耐震基準を満たさない建築物の耐
震化が促進された。2018 年時点で，住宅につい
ては約 87％，公共施設等多数の者が利用する建
築物については約 89％の耐震化が完了している

（図－ 3，4）。

平成２０年平成１５年 平成２５年 平成30年

総戸数 約４,７００万戸
　耐震性あり 約３,５５０万戸
　耐震性不足 約１,１５０万戸

※平成15年の推計値

耐震化率　約75％

総戸数 約４,９５０万戸
　耐震性あり 約３,90０万戸
　耐震性不足 約１,0５０万戸

※平成20年の推計値

耐震化率　約７9％

総戸数 約5,2００万戸
　耐震性あり 約4,30０万戸
　耐震性不足 約 90０万戸

※平成25年の推計値

耐震化率　約82％

総戸数 約5,36０万戸
　耐震性あり 約4,66０万戸
　耐震性不足 約 70０万戸

※平成30年の推計値

耐震化率　約87％

Ｓ５７以降
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耐震性あり
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平成２０年平成１５年 平成２５年 平成30年

総棟数 約36万棟
　耐震性あり 約27万棟
　耐震性不足 約  9万棟

※平成15年の推計値

耐震化率　約75％

総棟数 約41万棟
　耐震性あり 約33万棟
　耐震性不足 約  8万棟

※平成20年の推計値

耐震化率　約80％

総棟数 約42万棟
　耐震性あり 約36万棟
　耐震性不足 約  6万棟

※平成25年の推計値

耐震化率　約85％

総棟数 約42万棟
　耐震性あり 約37万棟
　耐震性不足 約  5万棟

※平成30年の推計値

耐震化率　約89％
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図－ 3　住宅の耐震化の進捗状況　資料）　国土交通省

図－ 4　建築物の耐震化の進捗状況　資料）　国土交通省
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3）　東日本大震災
・復興道路・復興支援道路の整備

東日本大震災では，三陸沿岸道路等の高規格道
路が緊急輸送路として大きな役割を果たしたほ
か，物資の輸送ルートとしても機能するなど，災
害時に高速道路ネットワークが果たす役割の重要
性が改めて認識された。それと同時に，高規格道
路に存在する未整備区間（ミッシングリンク）の
解消等，道路ネットワーク強化の必要性も認識さ
れた。

こうした認識から，被災地復興のリーディング
プロジェクトとして，復興道路・復興支援道路の
早期整備が推進されている（2021 年中に全線開
通予定）。これにより，防災力が向上するだけで
なく，八戸市～仙台市間の移動が 3 時間 20 分短
縮されるなど利便性も大幅に向上している（図－
5）。このほかにも，観光の振興，物流の効率化，
医療支援，地域産業の振興等，様々な効果が期待
されている。全国的にも，高規格道路のミッシン

グリンク解消や 4 車線化等，道路ネットワーク強
化に関する取組みが進められている。

危機による変化の加速と 
課題等の顕在化

前述した現在直面する「新型コロナウイルス感
染症」及び「災害の激甚化・頻発化」という二つ
の危機は，我が国の社会と環境に対し，これまで
の変化を加速させ，課題等を顕在化させている。
これについて，「社会の存続基盤の維持困難化」，

「災害リスクの増大や老朽化インフラの増加」，
「多様化を支える社会への変革の遅れ」，「デジタ
ルトランスフォーメーション（DX）の遅れと成
長の停滞」，「地球温暖化の進行」の五つの観点か
ら整理する。

⑴　社会の存続基盤の維持困難化
・地域の生活サービスの維持困難化

医療・福祉サービス，商店，教育サービス，防

3

図－ 5　復興道路開通による効果　資料）　国土交通省
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災体制など，生活必需サービスの維持には，一定
の人口規模とアクセスのための公共交通基盤が必
要である。このため，コロナ禍以前から進行する
地方の人口減少は，このような地域の存続基盤と
いえる生活必需サービスの維持を困難化している。

さらに，地域公共交通は，コロナ禍以前から経
営が困難化していたが，コロナ禍により利用者が
さらに減少しているとともに，コロナ禍収束後に
おいてもコロナ禍以前と同等まで回復しないおそ
れがあるなど，経営環境が非常に厳しい状況とな
っている。これにより，人口減少及び都市集中と
相まって，生活必需サービスの維持が困難とな
り，地域の存続自体も危うくなるおそれがある。

人口規模別の市町村数（2015 年と 2050 年）と，
生活必需サービスの存在確率が 50％以下になる
市町村の人口規模の推計値 1）を（図－ 6）に示す。
例えば，病院の存在確率が 50％以下となる市町
村の人口規模は 17,500 人であり，その人口規模
を下回る市町村は全市町村のうち，2015 年は 53
％であるが 2050 年には 66％に上昇する。同様
に，銀行では 2015 年の 26％から 2050 年の 42％

に，コンビニエンスストアでは 2015 年の 7％か
ら 2050 年の 20％にそれぞれ上昇する。このよう
に，人口減少や都市部への集中，地域公共交通の
維持困難化を背景に，今後，地方を中心に，地域
の生活必需サービスの維持が一層困難化していく
おそれが高まっている。このため，地域の持続可
能性を確保するための対策が必要である。

⑵　災害リスクの増大や老朽化インフラの増加
・災害リスクの高い地域への人口・機能の集中

洪水，土砂災害，地震（震度災害），津波のい
ずれかの災害リスクがあるエリア 2）の面積は国土
全体の 21.5％となっている。一方で，災害リスク
のある地域に居住する人口は 2015 年現在で 8,603
万人，総人口に対する割合は 67.7％を占めてい
る。さらに，2050 年にはその割合が 70.5％まで
増加すると予測されている（表－ 3）。

また，上場企業の本社が東京圏へ集中するな
ど，災害リスクの高い地域への企業活動の過度な
集中が継続している。

災害リスクの高い地域に人口・機能が集中して

表－ 3　リスクエリア面積と居住する人口の推移

対象災害
リスク地域面積

（国土面積に対する割合）
リスク地域内人口 (2015)
（全人口に対する割合）

リスク地域内人口 (2050)
（全人口に対する割合）

洪水 約 19,500km2 (5.2%) 3,703 万人 (29.1%) 3,108 万人 (30.5%)

土砂災害 約 10,800km2 (2.9%) 595 万人 (4.7%) 374 万人 (3.7%)

地震（震度災害） 約 60,300km2 (16.2%) 7,018 万人 (55.2%) 6,003 万人 (58.9%)

津波 約 4,400km2 (1.2%) 754 万人 (5.9%) 597 万人 (5.9%)

４ 災害いずれか 約 80,000km2 (21.5%) 8,603 万人 (67.7%) 7,187 万人 (70.5%)

資料）　国土交通省�

100.0
90.0
80.0
70.0
60.0
50.0
40.0
30.0
20.0
10.0
0.0

500
450
400
350
300
250
200
150
100
50
0

～2千人

一般診療所
（1,800人）

コンビニ
（2,200人）

銀行
（6,500人）

病院
（17,500人）

有料老人ホーム
（27,500人）

総合スーパー
（47,500人）

大学
（97,500人）

2～4千人 4～6千人 6～8千人 8千～1万人 1～2万人 2～5万人 5～10万人 10～20万人 20～50万人 50万人～

市町村数（2015年） 市町村推移（2050年） 累計割合（2015年） ※三大都市を除く累計割合（2050年）
存在確率が50％となる人口規模（カ所） （％）

図－ 6　 人口規模別の市町村数（2015年と 2050年）と，生活必需サービスの存在確率が 50％以下になる市町村
の人口規模

（注）　三大都市圏（埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，岐阜県，愛知県，三重県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県）を除く。
資料）　国土交通省
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いる状態は，災害による被害の甚大化を招く。こ
のため，災害リスク地域の被害を減少させるため
の対策が必要である。

⑶　多様化を支える社会への変革の遅れ
1）　テレワーク利用率

株式会社野村総合研究所（NRI）によるテレワ
ーク利用率調査結果によれば，「新型コロナ以前
からテレワークをしたことがあり，感染拡大後も
テレワークをした」と回答した人の割合は，中国

（都市部），スウェーデンは 35％，米国は 32％，
英国，ドイツ，イタリアは 25 ～ 22％であるのに
対し，我が国は 9％であり，「新型コロナ以前にテ
レワークをしたことがなかったが，今回初めてテ
レワークをした」と回答した人を含めた割合でも
31％と，いずれも 8 カ国中最も低い。テレワーク
は育児や介護との両立や，決められた勤務地以外
の場所でも働くことを可能にするなど，多様な働
き方を実現するために極めて重要な手法である。

2）　住まい方の変化
国民意識調査において，コロナ禍前と現在の二

地域居住・地方移住に対する関心の有無を尋ねた
ところ，関心のある人の割合は，コロナ禍前は
9.2％だったのに対し，現在は 12.9％とコロナ禍に
より関心が高まっていることが分かった。また，
テレワークの利用日数別での回答結果をみてみる
と，テレワークをしていない人で関心がある人の
割合は 10.5％であるのに対し，テレワークを週 1
～ 3 日している人は 20.6％，週に 4 日以上してい
る人は 17.1％と，テレワーク経験者の方が，二地
域居住・地方移住への関心が高い（図－ 7）。

このように，テレワーク普及により，働き方・
住まい方等の多様化が加速すると見込まれる。

⑷　デジタルトランスフォーメーション（DX）
の遅れと成長の停滞

・我が国のデジタル競争力
生産性を向上させるためには DX が重要であ

る。このため，これまで我が国においても DX

が推進されてきた。しかし，我が国における DX
は，他の先進国と比較してまだまだ遅れている。

スイスのビジネススクール国際経営開発研究所
（IMD）が発表している世界デジタル競争力ラン
キングによると，我が国は，調査対象国 63 カ国
中 27 位，主要先進 7 カ国中 6 位である（表－
4）。このランキングは，デジタル技術の利活用能
力を知識，技術，将来への準備の 3 項目で評価し
ているが，その中の個別項目である「国際経験」，

「機会と脅威」，「企業の機敏性」，「ビッグデータ
の活用と分析」において，我が国は 63 カ国中 63
位と最下位である。以上のことから，我が国のデ
ジタル競争力には強化の余地が残されているとい
える。

⑸　地球温暖化の進行
1）　地球温暖化対策の現状

表－ 4　世界デジタル競争力ランキング 2020
 （主要先進 7カ国）

G7 順位 国 世界順位

１ 位 米国 １ 位

２ 位 カナダ 12 位

３ 位 英国 13 位

４ 位 ドイツ 18 位

５ 位 フランス 24 位

６ 位 日本 27 位

７ 位 イタリア 42 位

資料）　�IMD「世界デジタル競争力ランキング 2020」より	  
国土交通省作成
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図－ 7　 二地域居住・地方移住への関心（テレワーク
利用日数別）　

資料）　国土交通省「国民意識調査」
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世界の温室効果ガス排出量は増加し続けてお
り，2019 年は，CO2 換算で 591 億 t と過去最大
を更新した。世界の平均気温については，長期的
に 100 年当たり 0.75℃のペースで上昇している。

我が国のパリ協定に基づく温室効果ガス排出削
減の目標は，「地球温暖化対策計画」（2016 年閣
議決定）において，2030 年度の中期目標として，
2013 年度比で 26％削減，長期目標として，2050
年までに 80％の削減を目指すとした。我が国の
温室効果ガス排出量は，減少傾向であるものの，
日本人 1 人当たりの温室効果ガス排出量は世界平
均よりも多く，主要国でみると米国，ロシアに次
ぎ 3 番目となっている。

2）　地球温暖化の影響
近年，気温の上昇や大雨の頻度増加など，気候

変動が世界及び各地域で進行しており，今後さら
に進行することが懸念されている。我が国におい
ても，平均気温は様々な変動を繰り返しながら上
昇しており，長期的には 100 年当たり 1.26℃の割
合で上昇，1 時間降雨量 50 mm 以上の短時間強
雨の発生は直近 30 ～ 40 年間で約 1.4 倍に拡大し
た。

パリ協定の目標である気温上昇 2℃以内が達成
された場合でも，21 世紀末時点において年平均
気温は約 1.4℃上昇 3）し，多くの地域で猛暑日や
熱帯夜の日数の増加，大雨及び短時間強雨の発生
頻度の増加（1 時間降水量 50 mm 以上 4）の頻度約
1.6 倍），日本沿岸の海面水位が約 0.39 m 上昇等
の影響があると予測されている 5）。このような気
候変動により，国民の健康や我が国の災害にも大
きな影響を及ぼすと考えられる。

自然災害からの安全・安心を確保するため，ま
た，我が国の経済成長の機会としても，地球温暖
化対策を強力に推進する必要がある。

豊かな未来の実現に向けて

ここでは，現在直面する危機により加速した変
化と顕在化した課題に対応するための方針・施策

について，3．で示した 5 項目に対応する形で示
すとともに，その先に実現する「豊かな未来」の
姿を示す。

⑴　危機による変化と課題への対応
①　社会の存続基盤の持続可能性確保
1）　地域公共交通計画の高度化

国土交通省では，地域公共交通の活性化及び再
生に関する法律（平成 19 年法律第 59 号。以下，

「地域公共交通活性化再生法」という）に基づき，
地域にとって望ましい地域旅客運送サービスの姿
を明らかにするマスタープランである地域公共交
通計画について，交通圏単位で，全ての地方公共
団体での策定を推進している。地域公共交通計画
においては，従来のバスやタクシーといった既存
の公共交通サービスを最大限活用した上で，必要
に応じて自家用有償旅客運送 6）やスクールバス，
福祉輸送など，地域の多様な輸送資源を総動員す
ることで，持続可能な交通サービスを確保するこ
とを求めている。

さらに，2020 年 11 月に，乗合バス事業者等の
共同経営が可能となる独占禁止法特例法 7）が施行
された。同法に基づく共同経営等に係る特例も活
用しつつ，地域公共交通活性化再生法の地域公共
交通利便増進事業と併せて，路線，ダイヤ，運賃
等の面からの利用者目線でのサービス改善を図っ
ている。また，まちづくり施策等と連携した地域
公共交通ネットワークの形成が重要であり，地域
公共交通計画 8）と立地適正化計画を連携して策定
する地域も増加している。2021 年 3 月時点で，
地域公共交通計画については 618 市町村，立地適
正化計画については 383 市町村が作成し，その両
方を作成した市町村は 257 まで増加している。

2）　二地域居住，地方移住の推進
テレワークの普及に伴い，主な生活拠点とは別

の特定の地域に生活拠点を設ける暮らし方である
「二地域居住」や，「地方移住」への関心が高まっ
ている。多様な価値・魅力を持ち，持続可能な地
域の形成を目指すためには，地域づくりの担い手

4
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となる人材の確保を図る必要がある。このため，
二地域居住や地方移住に関心を有する人の誘致・
移動を図ることが重要である。国土交通省では，
二地域居住等の推進を図るための情報発信や，関
係省庁協力のもと，地方公共団体・関係団体・関
係事業者からなる全国二地域居住等促進協議会と
の連携等により，二地域居住等を推進している。

②　災害リスクの増大や老朽化インフラの増加へ
の対応

・流域治水の推進
気候変動による水災害リスクの増大に対応する

ため，集水域と河川区域のみならず，氾濫域も含
めて一つの流域ととらえ，流域に関わるあらゆる
関係者（国・都道府県・市町村・企業・住民等）
により，地域の特性に応じ，ハード・ソフトの両
面から流域全体で治水対策に取り組む「流域治水」
を推進する（図－ 8）。その実効性を高めるため，

「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正す
る法律（通称：流域治水関連法）」（令和 3 年法律
第 31 号）が 2021 年 5 月に公布された。

具体的には，氾濫をできるだけ防ぐ・減らすた
めの対策として，堤防整備，河道掘削，ダム建
設・再生，砂防関係施設や雨水排水網の整備等を
進める。また，被害対象を減少させるための対策
として，土地利用規制・誘導，止水板設置，不動
産業界と連携した水害リスク情報提供等を進める。

さらに，被害の軽減・早期復旧・復興のための対
策として，マイ ･ タイムラインの活用，危機管理
型水位計，監視カメラの設置・増設等を進める。

③　多様化への対応
・「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくり

生産年齢人口の減少や，社会経済の多様化に対
応するためには，まちなかにおいて多様な人々が
集い，交流することのできる空間を形成し，まち
の魅力を向上させることが必要である。このた
め，国土交通省では，市町村による街路の広場化
など歩行者滞在空間の創出や，民間事業者による
民地部分のオープンスペース化といった，「居心
地が良く歩きたくなる」まちなかづくりのための
取組みを，法律・予算・税制等のパッケージによ
り支援している。

具体的には，「都市再生特別措置法等の一部を
改正する法律（令和 2 年法律第 43 号）」により，
都市再生整備計画に「居心地が良く歩きたくなる」
まちなかづくりに取り組む区域（滞在快適性等向
上区域）を設定し，以下 2 点の取組みを推進して
いる。

第一に，「居心地が良く歩きたくなる」空間を
創出する。例えば，公共による街路の広場化と民
間によるオープンスペース提供といった，官民一
体で取り組むにぎわい空間の創出への支援や，ま
ちなかエリアにおける駐車場出入口規制等の導入
等である。第二に，まちなかを盛り上げるエリア
マネジメントを推進する。地域におけるまちづく
り活動を行う法人として，市町村が指定した法人

（都市再生推進法人）が，コーディネートする道
路・公園の占用手続の円滑化等である。

これらの施策によって，民間の様々なイベント
の展開や，インバウンドの増加と相まって，多様
な人材が集う空間へ転換し，活気あるまちなかの
創出が実現される（写真－ 1）。

④　DX の推進等による成長の実現
1）　建設産業の生産性向上

社会資本の整備・維持管理の生産性を向上させ図－ 8　流域治水イメージ　資料）　国土交通省
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るためには，第 5 世代移動通信システム（5 G）
などの新技術を活用した無人化施工等を行うこと
が有効な手段の一つである。国土交通省では，さ
らなる無人化施工技術の発展を見込み，5 G を導
入することで，5 G の特性である「高速大容量」，

「多接続」，「低遅延」によって，施工量の増大，
施工効率の向上，安全性や施工性の向上等を図る
こととしている。

加えて 2021 年 3 月，国土交通省は，国の機関
としては初めてとなる屋外のローカル 5 G 無線局
免許を取得した。この免許取得に伴い，無人化施
工だけではなく，河川管理・道路管理の高度化や
災害対応，ドローンや AI 技術を利用した施工管
理等でのローカル 5 G の活用検討を進めることと
している（図－ 9）。

2）　海外需要の取り込み
大型コンテナ船の寄港の増加による荷役時間の

長期化や，コンテナターミナルのゲート前におけ
る渋滞の深刻化に対応するため，コンテナターミ
ナルの生産性を飛躍的に向上させる必要がある。
このため，国土交通省は，ゲート処理及びターミ
ナル内荷役の効率化を図ることで，良好な労働環
境と世界最高水準の生産性を有する「ヒトを支援
する AI ターミナル」の実現に向けた具体的な取
組みと工程を策定している。

具体的には，まずコンテナターミナル内の荷役
の効率化に係る取組みとして，①熟練技能者の荷
役ノウハウを AI により分析し，その暗黙知を定
式化し，若手技能者に継承する，② RTG（タイ
ヤ式門型クレーン）を遠隔操作化し，クレーン能
力を最大化しつつ，オペレーターの労働環境を改
善する，③品名，荷主名，過去の搬入・搬出日時
等のビッグデータを AI で分析し，コンテナの蔵
置場所を最適化するとしている。また，ゲート処
理の効率化に係る取組みとして，④過去のダメー
ジ画像のビッグデータを分析し，ダメージチェッ
クを効率化する，⑤ ICT の活用により搬出入票
情報を自動照合し，ゲート処理を迅速化する。こ
れらにより，2023 年度中にコンテナ船の大型化
に際しても，その運航スケジュールを遵守した上
で，外来トレーラーのゲート前待機をほぼ解消す
ることを目指すこととしている（図－ 10）。

⑤　地球温暖化対策の推進
・海事分野における地球温暖化対策

国際海運分野では，今世紀中のなるべく早期
に，温室効果ガス（GHG）ゼロエミッションを実
現すること等を国際的な目標 9）としている。世界有
数の海事大国である我が国では，このような国際
的な取組みを牽引するため，産官学公により将来
の船が目指すべき方向性等を議論し，温室効果ガ
スを排出しないエコシップ「ゼロエミッション船」
のコンセプトを取りまとめた。そして，小型の内航
旅客船やプレジャーボートを対象とした水素燃料
電池船の開発・実証，大型外航船への活用が期待

写真－ 1　 駅前のトランジットモール化と広場創出
（姫路駅北駅前広場）　資料）　国土交通省

図－ 9　無人化施工イメージ図　資料）　国土交通省
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されるアンモニア燃料船の開発等を進めており，
2028 年までの商業運航を目指している（図－ 11）。

⑵　豊かな未来の姿
⑴で示した方針・施策等を推進することにより

実現する，「豊かな未来」の姿を以下に示す（図
－ 12）。
●持続可能で暮らしやすい社会
「多核連携型の国土」，「生活サービスが持続す

る社会」，「人の賑わいがある社会」，「いのちと暮
らしが守られる社会」の四つの特徴を兼ね備えた
社会。
●災害からいのちとくらしが守られる社会
「防災・減災が主流となる社会」を指す。

●一人一人が望む生き方を実現できる社会
「自由な働き方が可能な社会」，「多様なニーズ

を満たす社会」，「真の共生社会」，「対流・交流活
発化社会」の四つの特徴を兼ね備えた社会。
●成長が持続しゆとりを得られる社会
「商品・サービスが高度化する社会」，「イノベー

ションが促進される社会」，「海外市場・人材を取
り込む社会」という三つの特徴を兼ね備えた社会。
●地球環境の保全に貢献する社会
「脱炭素社会」，「気候変動適応社会」，「自然共

生社会」，「循環型社会」という四つの特徴を兼ね
備えた社会。

RTG
オペレーター 遠隔操作ＲＴＧ

管理棟からRTGを遠隔操作

水素燃料船 超高効率LNG
＋風力推進船

アンモニア
燃料船

排出CO2
回収船

図－ 10　遠隔操作 RTGの導入促進　資料）　国土交通省

図－ 11　ゼロエミッション船　資料）　国土交通省
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持続可能で暮らしやすい社会 災害からいのちとくらしが守られる社会

成長が持続しゆとりを得られる社会 地球環境の保全に貢献する社会

一人一人が望む生き方を実現できる社会

図－ 12　豊かな未来の姿

【注】
1）�　生活サービスの存在確率が 50％以下になる市町村

の人口規模の推計値：一定の人口規模の市町村のう
ち，当該産業の事業所が 1 つでも存在する市町村の割
合（存在確率）が 50％を上回るような人口規模で，
最も小さいもの（値は区間平均。例えば 0 ～ 400 人の
市町村で最初に 50％を超えた場合は 200 人と表記）。
存在確率の算出においては，各人口規模別の市町村数
を考慮して，4,000 人以下の市町村は 400 人毎，4,000
人～ 1 万人は 1,000 人毎，1 万～ 10 万は 5,000 人毎，
10 万人以上は 5 万人毎に区分して計算。

2）�　洪水：「国土数値情報（浸水想定区域データ）」（国
土交通省）	  
　土砂災害：「国土数値情報（土砂災害警戒区域デー
タ）」（国土交通省）

　�　地震（震度災害）：「地震ハザードステーション（地
震動予測地図データ）」（国立研究開発法人防災科学技
術研究所）

　�　津波：「国土数値情報（津波浸水想定データ）」（国
土交通省）等

3）�　2 ℃上昇シナリオ（RCP 2.6）の場合，21 世紀末（2076
～ 2095 年の平均）における日本の年平均気温は 20 世
紀末（1980 ～ 1999 年の平均）と比べて上昇（確信度
が高い）。

4）�　非常に激しい雨（滝のように降る）。傘は役に立た

ず，水しぶきであたり一面が白っぽくなり，視界が悪
くなるような雨の降り方。

5）　日本の気候変動 2020（文部科学省，気象庁）より
6）�　バス・タクシー事業が成り立たない場合であって，

地域における輸送手段の確保が必要な場合に，必要な
安全上の措置をとった上で，市町村や NPO 法人等
が，自家用車を用いて提供する運送サービス。

7）�　地域における一般乗合旅客自動車運送事業及び銀行
業に係る基盤的なサービスの提供の維持を図るための
私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の特
例に関する法律（令和 2 年法律第 32 号）。

8）�　地域公共交通計画は，「地域にとって望ましい公共
交通網の姿」を明らかにするマスタープランとしての
役割を果たすものである。令和 2 年の地域公共交通の
活性化及び再生に関する法律の改正により，地域公共
交通網形成計画に代わる，新たな法定計画として地域
公共交通計画の作成が努力義務化された。なお，同法
の改正前に策定された地域公共交通網形成計画は，同
法の改正後は，地域公共交通計画とみなされる。

9）�　2018 年 4 月，国際海事機関（IMO）にて① 2030 年
までに単位輸送量当たり排出量 40％削減，② 2050 年
までに温室効果ガス（GHG）排出量 50％以上削減，
③今世紀中なるべく早期に GHG 排出ゼロ，の目標を
採択。
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